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１　仁木町の概要

　本町は北海道の西部、後志管内北部に位置し、総面積167.93㎢の面積を有する農業中心の町であ

る。カルデラで生成された地勢のため、東西を山岳に囲まれ、そのほぼ中心を余市川が北流し、余市

川の流域25㎞にわたって細長く帯状の平坦地が形成されている。

　南部が銀山地区、中央部が大江地区、北部が仁木地区の

３地区からなり、各地区とも東西の山間傾斜地を合わせ

農耕地が造成され、平坦地はわずか26％（4400㌶）にす

ぎず、農耕地は約９％（耕作地1490㌶、耕作放棄地6.99

㌶）（平成29年12月現在）と農家戸数318戸に対し、平

均経営耕地は4.7㌶であり、その他は山林・原野で占めら

れている。

　道内では、経営規模の小さい地帯であるが、気候等の自

然条件に恵まれていることから、早くから果樹・野菜等の

栽培が盛んで、隣接の余市町と並び道内における果樹・園

芸作物の主産地を担っている。

仁木地区仁木地区

大江地区大江地区

銀山地区銀山地区

　気候は、日本海と石狩湾に近い関係から、夏期間は対馬暖流の影響を受け、海洋性の気候を呈し温

暖多湿で平均気温は9.2℃／日（平成27年）、雨量は平均2.74㎜／日（平成27年）となっており、そ

のうえ、積丹半島が自然防風壁となっていることから、農業適地として発展し、果樹・園芸が盛んで

ある。

　交通は、３駅を配するＪＲ函館本線と並行して、道央・道南を結ぶ国道５号が縦走しており、小樽

市へ通ずる道道仁木・赤井川線が、ともに町内交通の幹線をなし、小樽市へは24㎞、札幌市へは58

㎞の距離にあるため、これらの都市との経済的つながりが極めて強くなっている。

　人口は、昭和35年の国勢調査で8326人となって以来、年々減少の一途をたどり、平成27年の国勢

調査では3498人となり、平成22年の同調査から302人の減少となった。

　この人口減少は、本町唯一の企業であった北進鉱業㈱が鉱量の枯渇から、昭和59年９月をもって

休止したことによる人口流出と、農業以外の就業機会を生み出すことができないことによる若年層の

都市への流出が起因となっている。

　就業人口は、平成27年の国勢調査時で就業者総数1873人うち942人（50.3％）が農業であり、次

いで医療・福祉関係が241人（12.9％）、卸売・小売業が122人（6.5％）と、これらの産業で全体

の69.7％を占めている。産業別では、本町の基幹産業である第一次産業が949人（50.7％）、第二次

産業が128人（6.8％）、第三次産業が779人（41.6％）で構成されているが、就業者の高齢化が進

んでおり、農業等地域活力を奪う要因ともなっている。
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２　人口の推移

世帯数 人　口 増減数 増減率 65歳以上人口 高齢者比率

昭和35年 1,543戸 8,326人 173人 2.1％ 379人 4.6％

昭和60年 1,415戸 4,959人 ▲ 508人 ▲ 9.3％ 736人 14.8％

平成２年 1,394戸 4,595人 ▲ 364人 ▲ 7.3％ 836人 18.2％

平成７年 1,425戸 4,293人 ▲ 302人 ▲ 6.6％ 991人 23.1％

平成12年 1,447戸 4,111人 ▲ 182人 ▲ 4.2％ 1,151人 28.0％

平成17年 1,499戸 3,967人 ▲ 144人 ▲ 3.5％ 1,219人 30.7％

平成22年 1,493戸 3,800人 ▲ 167人 ▲ 4.2％ 1,263人 33.2％

平成27年 1,480戸 3,498人 ▲ 302人 ▲ 7.9％ 1,300人 37.2％

令和２年
４月１日現在

1,666戸 3,204人 ▲ 294人 ▲ 8.4％ 1,319人 41.2％

区分
年度

※昭和35年から平成27年までは国勢調査の数字、令和２年は住民基本台帳の数字

３　産業別人口の動向

昭和35年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

実数 実数 実数 実数 実数 実数 実数 増加率 実数 増加率

総　　数 3,878 2,573 2,421 2,332 2,171 2,070 1,847 ▲ 10.8 1,873 1.4

第
一
次
産
業

就業人口 2,433 1,415 1,266 1,149 1,048 970 865 ▲ 10.8 949 9.7

比率(％) 62.7 55.0 52.3 49.3 48.3 46.9 46.8 50.7

第
二
次
産
業

就業人口 616 262 280 277 218 175 148 ▲ 15.4 128 ▲ 13.6

比率(％) 15.9 10.2 11.6 11.9 10.0 8.5 8.0 6.8

第
三
次
産
業

就業人口 829 896 875 906 905 872 827 ▲ 5.2 779 ▲ 5.8

比率(％) 21.4 34.8 36.1 38.8 41.7 42.1 44.8 41.6

区分

年度
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４　歴代議会議長

代位 氏　　　名 就　任　日 退　任　日 備　　考

初代 阿　部　　　関 昭和21年10月14日 昭和22年４月29日

２代 柏　尾　誉　俊 昭和22年５月23日 昭和24年２月８日

３代 中　村　　　昭 昭和24年２月９日 昭和26年４月29日

４代 宇　山　秀太郎 昭和26年５月10日 昭和30年７月６日

５代 杉　本　国　平 昭和30年７月７日 昭和30年８月９日

６代 清　野　幸　平 昭和30年８月27日 昭和46年８月９日 昭和39年町制施行

７代 津　司　徳　雄 昭和46年８月10日 平成２年９月21日

８代 大　北　　　始 平成２年10月12日 平成７年８月９日

９代 畑　中　勝　征 平成７年８月10日 平成11年８月９日

10代 葛　間　　　俶 平成11年８月10日 平成15年８月９日

11代 山　下　敏　二 平成15年８月11日 平成23年８月９日

12代 水　田　　　正 平成23年８月10日 平成25年２月27日

13代 山　下　敏　二 平成25年３月７日 平成27年８月９日

14代 横　関　一　雄 平成27年８月10日 ※現在※
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５　歴代議会副議長

代位 氏　　　名 就　任　日 退　任　日 備　　考

初代 笠　井　　　守 昭和21年10月14日 昭和21年12月29日

２代 中　村　　　昭 昭和21年12月20日 昭和22年４月29日

３代 西　岡　　　要 昭和22年５月23日 昭和26年４月29日

４代 杉　本　国　平 昭和26年５月10日 昭和30年７月６日

５代 中　川　　　勇 昭和30年７月７日 昭和30年８月９日

６代 鎌　田　忠次郎 昭和30年８月27日 昭和46年８月17日 昭和39年町制施行

７代 杢　保　弥代吉 昭和46年８月18日 昭和42年８月９日

８代 渡　　　寛　一 昭和42年８月12日 昭和46年８月９日

９代 森　　　逸　雄 昭和46年８月10日 昭和50年８月９日

10代 佐　坂　正　夫 昭和50年８月10日 昭和54年８月９日

11代 笠　井　　　武 昭和54年８月10日 昭和58年８月９日

12代 葛　間　　　俶 昭和58年８月10日 昭和62年８月９日

13代 畑　中　勝　征 昭和62年８月10日 平成３年８月９日

14代 佐　坂　秀　樹 平成３年８月10日 平成７年８月９日

15代 渡　辺　昭　吾 平成７年８月10日 平成10年１月15日

16代 高　橋　宏　忠 平成10年１月29日 平成11年８月９日

17代 樫　林　　　潔 平成11年８月10日 平成15年３月31日

18代 渡　辺　要　二 平成15年４月24日 平成15年８月９日

19代 林　　　正　一 平成15年８月10日 平成19年８月９日

20代 吉　川　純　一 平成19年８月10日 平成23年８月９日

21代 横　関　一　雄 平成23年８月10日 平成27年８月９日

22代 上　村　智恵子 平成27年８月10日 令和元年８月９日

23代 宮　本　幹　夫 令和元年８月13日 ※現在※
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６　議員名簿等

議席
番号 氏　　　名 生年月日 党　派 職　業 当選回数 住　　　所

１ 麿　　　直　之 昭和59年３月31日 無所属 醸造家 １回 北町３丁目101番地４

２ 木　村　章　生 昭和37年９月24日 無所属 農　業 １回 大江２丁目273番地

３ 門　脇　吉　春 昭和31年６月21日 公明党 無　職 １回 北町８丁目９番地６

４ 佐　藤　秀　教 昭和25年７月８日 無所属 自営業 ２回 北町１丁目32番地７

５ 嶋　田　　　茂 昭和32年12月10日 無所属 農　業 ３回 東町９丁目42番地

６ 野　崎　明　廣 昭和28年１月４日 無所属 農　業 ３回 銀山１丁目687番地

７ 上　村　智恵子 昭和27年２月21日 日本共産党 無　職 ８回 南町10丁目113番地１

８ 宮　本　幹　夫 昭和25年１月16日 無所属 農　業 ３回 尾根内816番地

９ 横　関　一　雄 昭和29年２月24日 無所属 会社役員 ５回 南町１丁目２番地５

◆任　期　自：令和元年８月10日　　至：令和５年８月９日
◆議　長　横　関　一　雄　　◆副議長　宮　本　幹　夫　

委員会名 委員会所属委員　　　　　　◎委員長、○副委員長

総務経済常任委員会
◎嶋田　茂　○門脇吉春　　麿　直之　　木村章生　　佐藤秀教
　野崎明廣　　上村智恵子　宮本幹夫　〔横関議長辞任〕

議会運営委員会 ◎野崎明廣　○上村智恵子　門脇吉春　　佐藤秀教　　嶋田　茂

議会活性化特別委員会
◎上村智恵子　○麿　直之　　門脇吉春　　木村章生
　佐藤秀教　　　嶋田　茂　　野崎明廣　　宮本幹夫

議会広報編集特別委員会 ◎野崎明廣　○木村章生　　麿　直之　　門脇吉春

◆委員会名簿

◆議会事務局職員

議会事務局長

　浜　野　　　崇
総務議事係長
　佐　藤　祐　亮

会計年度任用職員
　荻　山　小　枝

〈令和２年４月１日現在〉

〈令和２年４月１日現在〉

〈令和２年４月１日現在〉
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７　議会の組織と構成

人口（R2.4.1)
議員定数

現議員の任期満了日
現在数 欠員数 計

３，２０４人 ９人 ０人 ９人 令和５年８月９日

（１）議員定数及び任期（令和２年４月１日現在）

名　　称 総務経済常任委員会 定　　数 ９人 現委員数 ８人

（２）常任委員会委員数（令和２年４月１日現在）

※議長はオブザーバー（委員は辞任）

無所属 自民党 公明党 民進党 日本共産党 諸派 合計

７人 － １人 － １人 － ９人

（３）所属党派別（令和２年４月１日現在）

区　分 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 平均年齢 最年長 最年少

男 １人 － １人 ５人 １人 61.3歳 70歳 36歳

女 － － － １人 － 68.0歳 68歳 68歳

計 １人 － １人 ６人 １人 62.0歳

（４）年齢別（令和２年４月１日現在）

１　期 ２　期 ３　期 ４　期 ５　期 ６　期 ７　期 ８　期

３人（０） １人（０） ３人（０） － １人（０） － － １人（１）

（５）在職年数別〔当選回数別〕（令和２年４月１日現在）

※（　）内数字は女性議員数

設置年月日
現在の職員数

備　　　考
事務局長 総務議事係 計

昭和34年４月１日 １人 ２人 ３人 H28.4.1  庶務係と議事係を統合

（６）議会事務局（令和２年４月１日現在）
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８　議会運営

区分 開催回数
会　　　期　　　日　　　数

一般傍聴者数本　会　議
日　　　数

休会日の委員会
開　催　日　数

そ  の  他  の
休  会  日  数

定例会 ４回 ６日 ３日 ６日 32人

臨時会 ２回 ２日 － － 14人

計 ６回 ８日 ３日 ６日 36人

（１）定例会及び臨時会の開催回数と日数（平成31年１月１日～令和元年12月31日）

※定例会ごとの会期日数　第１回（３月）：12日間、第２回（６月）：1日間、第３回（９月）：１日間、第４回（12月）：1日間

（２）付議事件数（平成31年１月１日～令和元年12月31日）
提　　出　　者　　別　　・　　種　　類　　別

町　　長　　提　　出 議　　員　　提　　出

定例会 89 33 17 ４ 16 ２ 72 ３ 11 ０ ０ ３ 17

臨時会 18 １ ２ ０ ２ ６ 11 0 0 0 0 ７ ７

計 107 34 19 ４ 18 ８ 83 ３ 11 ０ ０ 10 24

法
第
179
条
の
み

専

決

処

分

条

例
・

規

則

予

算

決

算

そ
の
他
の
事
件

計

条

例
・

規

則

意

見

書

決

議

請

願
・

陳

情

そ
の
他
の
事
件

計

年

間

延

件

数

区

分

開　　　　　　催　　　　　　延　　　　　　日　　　　　　数

付 託 事 件 審 査 所 管 事 務 調 査 そ　　の　　他
計

会期中 閉会中 会期中 閉会中 会期中 閉会中

－ － － ２日 １日 ３日 ６日

（３）常任委員会（平成31年１月１日～令和元年12月31日）

設置条例 設置年月日
開　　催　　延　　日　　数

会　期　中 閉　会　中 計

有 平成３年６月24日 ２日 ５日 ７日

（４）議会運営委員会（平成31年１月１日～令和元年12月31日）
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特　別　委　員　会　名　称 委員数
開　　催　　延　　日　　数

会　期　中 閉　会　中 計

議会活性化特別委員会 ８人 １日 ９日 10日

議会広報編集特別委員会 ４人 ２日 18日 20日

平成31年度各会計予算特別委員会 ８人 ４日 － ４日

平成30年度各会計決算特別委員会 ８人 １日 3日 ４日

（５）特別委員会（平成31年１月１日～令和元年12月31日）

※決算特別委員会は議長・議選監査委員を除く。予算特別委員会は議長を除く。

運営規程 施　行　期　日
開　　催　　延　　日　　数

会　期　中 閉　会　中 費用弁償

有 平成20年11月５日 － ５日 有

（６）全員協議会（平成31年１月１日～令和元年12月31日）

設置要綱 施　行　期　日
開　　催　　延　　日　　数

会　期　中 閉　会　中 費用弁償

有 平成21年２月４日 １日 ２日 無

（７）議員懇話会（平成31年１月１日～令和元年12月31日）

区　　　分
道　　　内

道　外 計 備　　考
町　内 町　外

全 議 員 － ２回２日 － ２回２日 札幌市ほか

特 定 議 員 － １回２日 － １回２日 旭川市

常 任 委 員 会 － １回３日 － １回３日 函館市ほか

議 会 運 営 委 員 会 － － － －

議会活性化特別委員会 － － － －

議会広報編集特別委員会 － １回１日 － － 札幌市

（８）調査研究活動（平成31年１月１日～令和元年12月31日）
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９　議員報酬等

区　　　分 報酬月額
町長の給料に
対する比率

費　　用　　弁　　償

本会議 委員会 その他

議 長 239,000円 37.6％ 実費弁償 実費弁償 実費弁償

副 議 長 193,000円 30.4％ 〃 〃 〃

常 任 委 員 長 178,000円 28.0％ 〃 〃 〃

議 運 委 員 長 178,000円 28.0％ 〃 〃 〃

議 員 160,000円 25.2％ 〃 〃 〃

現 行 議 員 報 酬 条 例 適 用 年 月 日 平成１７年４月１日

特 別 職 報 酬 等 の 審 議 会 設 置 の 有 無 有（８人）

　６月支給分 100分の225 町 長 636,000円

１２月支給分 100分の225 副 町 長 562,000円

合　　計 100分の450 教 育 長 524,000円

期末手当加算措置 　加算額の割合　10％

識　見　を　有　す　る　者

月　　　額           　　320,000円

年　　　額　　　　　427,200円

その他（　　　　）　320,000円

期
末
手
当
支
給
率

三
役
等
の
報
酬
月
額

監

査

委

員

※備　考　議員報酬　　　　平成１７年４月１日より適用
　　　　　費用弁償　　　　平成１５年４月１日より適用
　　　　　三役等の報酬　　平成２０年４月１日より適用
　　　　　監査委員報酬　　平成２０年４月１日より適用
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10　町財政

区 分
令和２年度 令和元年度

当初予算額（千円） 構成比（％） 当初予算額（千円） 構成比（％）

歳

入

町 税 322,559 8.9 313,117 8.5
地 方 譲 与 税 41,590 1.2 37,500 1.0
利 子 割 交 付 金 400 0.0 400 0.0
配 当 割 交 付 金 550 0.0 700 0.0
株式等譲渡所得割交付金 250 0.0 500 0.0
法 人 事 業 税 交 付 金 400 0.0 - -
地 方 消 費 税 交 付 金 83,000 2.3 67,000 1.8
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 3,100 0.1 2,900 0.1
自 動 車 取 得 税 交 付 金 - - 3,800 0.1
環 境 性 能 割 交 付 金 5,000 0.1 3,000 0.1
地 方 特 例 交 付 金 1,800 0.0 1,000 0.0
地 方 交 付 税 1,775,000 49.1 1,725,000 47.0
交通安全対策特別交付金 500 0.0 500 0.0
分 担 金 及 び 負 担 金 5,904 0.2 19,167 0.5
使 用 料 及 び 手 数 料 72,073 2.0 69,599 1.9
国 庫 支 出 金 291,770 8.1 356,938 9.7
道 支 出 金 247,921 6.9 225,763 6.2
財 産 収 入 16,599 0.5 20,122 0.6
寄 附 金 200,010 5.5 80,010 2.2
繰 入 金 304,524 8.4 433,983 11.8
繰 越 金 5,000 0.1 5,000 0.1
諸 収 入 54,179 1.5 63,476 1.7
町 債 183,000 5.1 244,500 6.7
合 計 3,615,129 100.0 3,673,975 100.0

歳

出

議 会 費 56,795 1.6 53,596 1.5
総 務 費 662,007 18.3 664,916 18.1
民 生 費 819,158 22.7 815,822 22.2
衛 生 費 440,660 12.2 467,192 12.7
労 働 費 31 0.0 31 0.0
農 林 水 産 業 費 235,976 6.5 222,480 6.0
商 工 費 181,343 5.0 97,921 2.7
土 木 費 311,192 8.6 424,622 11.6
消 防 費 215,144 5.9 205,829 5.6
教 育 費 256,281 7.1 257,046 7.0
災 害 復 旧 費 10 0.0 66 0.0
公 債 費 433,817 12.0 461,676 12.6
諸 支 出 金 715 0.0 778 0.0
予 備 費 2,000 0.1 2,000 0.0
合 計 3,615,129 100.0 3,673,975 100.0

（１）一般会計予算額
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区 分 令和２年度当初予算額 令和元年度当初予算額

歳

入

国 民 健 康 保 険 税 122,846,000円 129,095,000円

国 庫 支 出 金 0円 0円

使 用 料 及 び 手 数 料 32,000円 30,000円

財 産 収 入 1,000円 1,000円

繰 入 金 78,216,000円 61,326,000円

繰 越 金 100,000円 100,000円

諸 収 入 5,933,000円 5,918,000円

合 計 207,128,000円 196,470,000円

歳

出

総 務 費 200,619,000円 189,976,000円

保 健 施 設 費 5,831,000円 5,816,000円

公 債 費 45,000円 45,000円

諸 支 出 金 532,000円 532,000円

基 金 積 立 費 1,000円 1,000円

予 備 費 100,000円 100,000円

合 計 207,128,000円 196,470,000円

（２）国民健康保険事業特別会計予算額
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区 分 令和２年度当初予算額 令和元年度当初予算額

歳

入

使 用 料 及 び 手 数 料 63,058,000円 62,600,000円

国 庫 支 出 金 53,680,000円 34,574,000円

繰 入 金 179,775,000円 204,637,000円

繰 越 金 100,000円 100,000円

諸 収 入 13,702,000円 2,000円

町 債 107,300,000円 69,100,000円

合 計 417,615,000円 371,013,000円

歳

出

総 務 費 83,262,000円 90,293,000円

施 設 費 178,779,000円 125,493,000円

公 債 費 155,474,000円 155,127,000円

予 備 費 100,000円 100,000円

合 計 417,615,000円 371,013,000円

（３）簡易水道事業特別会計予算額

区 分 令和２年度当初予算額 令和元年度当初予算額

歳

入

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 40,124,000円 39,702,000円

使 用 料 及 び 手 数 料 3,000円 2,000円

繰 入 金 29,149,000円 34,533,000円

繰 越 金 100,000円 100,000円

諸 収 入 34,000円 34,000円

合 計 69,410,000円 74,371,000円

歳

出

総 務 費 7,652,000円 12,533,000円

後期高齢者医療広域連合納付金 61,678,000円 61,758,000円

諸 支 出 金 30,000円 30,000円

予 備 費 50,000円 50,000円

合 計 69,410,000円 74,371,000円

（４）後期高齢者医療特別会計予算額
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区 分 単位 平成30年度 平成29年度 平成28年度

基 準 財 政 収 入 額 千円 345,595 339,261 325,004

基 準 財 政 需 要 額 千円 1,954,906 1,973,650 2,047,511

標 準 財 政 規 模 千円 2,117,443 2,145,660 2,199,701

財政力指数（３か年） － 0.177 0.172 0.159

実 質 収 支 比 率 ％ 0.5 1.0 1.3

経 常 収 支 比 率 ％ 88.5 88.2 84.5

実 質 公 債 費 比 率 ％ 9.4 9.4 9.9

積 立 金 現 在 高 千円 1,783,858 1,858,815 1,815,634

備荒資金組合納付金 千円 574,724 571,755 568,810

地 方 債 現 在 高 千円 3,691,650 3,877,334 3,543,029

土地開発基金現在高 千円 72,652 72,356 72,059

（５）財政諸指数

区 分 平成30年度 平成29年度 平成28年度

実 質 赤 字 比 率 － － －

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － －

実 質 公 債 費 比 率 9.4 9.4 9.9

将 来 負 担 比 率 5.3 0.7 －

資 金 不 足 比 率
(簡易水道事業特別会計)

－ － －

（６）自治体財政健全化判断比率等
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区 分 令和２年度当初予算額 令和元年度当初予算額

報 酬 20,640,000円 19,056,000円

給 料 8,020,000円 7,572,000円

職 員 手 当 等 11,624,000円 11,144,000円

共 済 費 8,802,000円 8,893,000円

賃 金 - 1,700,000円

旅 費 3,578,000円 1,713,000円

交 際 費 600,000円 600,000円

需 用 費 759,000円 852,000円

役 務 費 168,000円 19,000円

委 託 料 104,000円 0円

使 用 料 及 び 賃 借 料 1,977,000円 1,525,000円

備 品 購 入 費 0円 0円

工 事 請 負 費 0円 0円

負担金補助及び交付金 523,000円 522,000円

合 計 56,795,000円 53,596,000円

一般会計歳出総額 3,615,129,000円 3,673,975,000円

構 成 比 1.57％ 1.46％

（７）議会費予算額

Ａ／Ｂ

Ｂ
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仁 木 町 議 会 要 覧

発行／編集　北海道仁木町議会

〒048-2492 北海道余市郡仁木町西町１丁目36番地１
電　話　０１３５－３２－３９５４
ＦＡＸ　０１３５－３２－３９６３

E-Mail　gikai02-niki@town.niki.hokkaido.jp
URL　http://www.town.niki.hokkaido.jp

●札幌市から58km（車で約90分）

  （札幌西IC～余市IC～仁木　車で約45分）

●小樽市から24km（車で約40分）

●ＪＲ北海道　函館本線『仁木駅』下車

●北海道中央バス・ニセコバス『仁木役場前』下車


